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令和 7 年度 研究開発・評価報告書 
評価課題「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」 

 (中間評価) 
 

日本原子力研究開発機構   

福島廃炉安全工学研究所 

 

(2026 年 5 月 20 日受理) 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構(以下、「原子力機構」という)は、「国の研究開発評

価に関する大綱的指針」(平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定)及びこの大綱的指針を受け

て作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」(平成 29 年 4 月 1 日文

部科学大臣決定)、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」(平成 17 年 10 月 1 日制

定、令和 2 年 4 月 22 日改正)等に基づき、令和 8 年 3 月 2 日に「東京電力福島第一原子力発

電所事故の対処に係る研究開発」に関する中間評価を福島研究開発・評価委員会に諮問した。 

これを受けて、福島研究開発・評価委員会は、委員会において定められた評価方法に従い、

原子力機構から提出された令和 4 年度〜令和 7 年度までに実施された研究開発について評価

を実施した。 

本報告書は、福島研究開発・評価委員会より提出された中間評価の内容をとりまとめたもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書は、福島研究開発・評価委員会が「国の研究開発評価に関する大綱的指針」等に基づ

き、実施した外部評価の結果を取りまとめたものである。 

日本原子力研究開発機構 福島廃炉安全工学研究所 廃炉環境国際共同研究センター(事務局) 

廃炉環境国際共同研究センター：〒979-1151 福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 790-1
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Activity: “Research and Development Related to the Accident at TEPCO's Fukushima 

Daiichi Nuclear Power Station” (Mid-term Evaluations) 
 

Fukushima Research and Engineering Institute 

Japan Atomic Energy Agency 

Tomioka-machi, Futaba-gun, Fukushima-ken 

 

(Received May 20, 2026) 
 

Japan Atomic Energy Agency (hereinafter referred to as “JAEA”) consulted an assessment 

committee, “Evaluation Committee of Research and Development related to the Accident at TEPCO's 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Station” (hereinafter referred to as “Committee”) for ex-ante 

evaluations of “Research and Development Related to the Accident at TEPCO's Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Station” in accordance with “General Guideline for the Evaluation of Government 

Research and Development (R&D) Activities” by Cabinet Office, Government of Japan, “Guideline for 

Evaluation of R&D in Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology” and “Regulation 

on Conduct for Evaluation of R&D Activities” by JAEA. 

Based on a request from JAEA, the committee conducted a mid-evaluation of research and 

development activities in the current phase (April 2022 to March 2026).  

This report summarizes the results of the assessment by the Committee. 

  

 

 

 

 

 

 

 

Keywords: Fukushima Daiichi Nuclear Power Station, Decommissioning, Environment 

Recovery, Assessment Report 

This evaluation report presents the result of third-party evaluation conducted based on “General Guideline 

for Evaluation of Government R&D Activities” by Japanese Cabinet Office, etc. 

(Secretariat) Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science, Fukushima Research 

Institute and Engineering Institute 
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1 概要 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構(以下、「原子力機構」という)は、「国の研究開発

評価に関する大綱的指針」(平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定)及びこの大綱的指針を

受けて作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」(平成 29 年 4 月 1 

日文部科学大臣決定)、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」(平成 17 年 10 月

1 日制定、令和 2 年 4 月 22 日改正)等に基づき、令和 7 年 1 月 1 0 日に「東京電力福島第

一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」のうち「環境動態研究に関する成果」に関する

事後評価を福島研究開発・評価委員会に諮問した。 

これを受けて、福島研究開発・評価委員会は、委員会において定められた評価方法に従い、

原子力機構から提出された令和 4 年 4 月〜令和 11 年 3 月における研究開発計画について

評価を実施した。 

福島研究開発・評価委員会は原子力機構が令和 4 年度から令和 7 年度までに実施した「東

京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」(他部門で評価される研究開発を除

く)を対象とし、令和 8 年 3 月 2 日に令和 7 年度福島研究開発・評価委員会を開催し、中間評

価を実施した。 

本報告書は、福島研究開発・評価委員会より提出された中間評価の内容をとりまとめたも

のである。 
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2 福島研究開発・評価委員会の構成 

 

福島研究開発・評価委員会は令和 2 年 11 月 19 日に設置され、以下の 6 名の委員から構

成されている。(以下令和 7 年度委員名簿、委員長以下五十音順) 

 

高橋
たかはし

 隆行
たかゆき

 
国立大学法人福島大学  

共生システム理工学類 教授 (委員長) 

青野
あ お の

 辰雄
た つ お

 
福島国際研究教育機構 

研究開発部門 地域環境共創ユニット ユニットサブリーダー 

浅沼
あさぬま

 徳子
の り こ

 
学校法人東海大学 工学部 

応用化学科 准教授 

阿部
あ べ

 守
もり

康
やす

 

東京電力ホールディングス株式会社 執行役員 

福島第一廃炉推進カンパニー バイスプレジデント  

※退任のため、2/27まで 

伊藤
い と う

 京子
きょうこ

 
学校法人京都橘学園 京都橘大学 

工学部 情報工学科 教授 

三浦
み う ら

 俊二
しゅんじ

 
福島県 危機管理部 

原子力安全対策課 課長 
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3 審議経過 

 

(1) 委員への事前説明 

以下の日程で委員への事前の資料説明を行った。 

高橋委員長  令和 8 年 2 月 25 日 9:00-12:00 福島大学居室 

青野委員  令和 8 年 2 月 10 日 9:30-11:00 Web 会議 

浅沼委員  令和 8 年 2 月 20 日 9:30-11:00 Web 会議 

阿部委員  令和 8 年 2 月 4 日 13:00-14:30 Web 会議 

伊藤委員  令和 8 年 2 月 18 日 13:00-14:30 Web 会議 

三浦委員  令和 8 年 2 月 25 日 13:30-15:00 福島県庁会議室 

 

(2) 令和 7 年度 福島研究開発・評価委員会：令和 8 年 3 月 2 日(月) 13:00～17:00 

〇福島廃炉安全工学研究所における研究開発に関する中間評価 

 委員会評価の観点と研究マネジメントについて 

 燃料デブリ安全に関連する研究開発 

 放射性廃棄物管理に関連する研究開発 

 環境回復等に関連する研究開発 

 放射線共通基盤技術の研究開発、研究開発基盤の整備・強化 

 その他 (研究活動を支える指標など) 

 上記説明に関する質疑応答 
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4 評価方法と評価の観点 

 

原子力機構が令和 4年度から令和 7年度までに実施した研究開発の実施状況に対し、以

下の観点について評価を行った。 

  

  評価の観点 

(1) 研究開発の達成度(成功・不成功の原因の把握・分析) 

(2) 当初の研究開発計画の妥当性 

(3) 研究開発成果の効果・効用(アウトカム)の把握・普及の程度 

(4) 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

(5) 将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

(6) 国内外他機関との連携の妥当性 

(7) イノベーション創出への取組の妥当性 

(8) 社会実装の達成度、取組の妥当性(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提

供を含む) 

(9) 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

(10) 研究開発課題／成果の社会的受容性(社会へ及ぼす影響度の想定) 

(11) 人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル

化を担う人材等) 

 

 評価は、福島研究開発・評価委員会における機構からの実施状況の説明、及び上記

(1)から(11)の観点に基づく自己評価に対し、各委員から SABCDの評価とその評価理由

やご意見をいただき、それを集約して委員会としてとりまとめた。 

 

 なお、出された意見については、各委員の専門的知見による意見であり、各委員の

所属機関の見解ではない。 
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5 評価結果 (答申書) 

 

令 和 8 年 3 月 3 1 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

福島廃炉安全工学研究所長  佐々木 紀樹 殿 

 

福島研究開発･評価委員会 

委員長 高橋 隆行 

 

 

 

研究開発課題の中間評価結果について  (答申 ) 

 

貴研究所において諮問のありました「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係

る研究開発」に関する中間評価を行った結果を別紙のとおりに答申します。 

 

 

記  

 

 

 

別紙 1：「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」に関

する中間評価  
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This is a blank page. 



別紙 1 

 

 

 

 

 

 

 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」に関する中間評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8年 3月 

 

福島研究開発・評価委員会 
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「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」に関する中間

評価  

 

目次 

 

１．はじめに ････････････ 9 

２．福島研究開発・評価委員会委員名簿 ････････････  9 

３．評価の方法 ････････････  10 

４．中間評価結果 ････････････ 11 

 ４．１ 研究開発課題に対する評価結果   ････････････ 11 

４．１．１ 燃料デブリ安全に関連する研究開発 ････････････ 11 

４．１．２ 放射性廃棄物管理に関連する研究開発 ････････････ 12 

４．１．３ 環境回復等に関連する研究開発 ････････････ 13 

４．１．４ 放射線共通基盤技術の研究開発 ････････････ 14 

４．２ 総合評価 ････････････ 16 

- 8 -

JAEA-Evaluation 2026-004



 

１．はじめに 

福島研究開発・評価委員会は、原子力機構が令和 4 年度から令和 7 年度までに実施した

「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」(他部門で評価される研究

開発を除く)を対象とし、令和 8 年 3 月 2 日に令和７年度福島研究開発・評価委員会を開催

し、中間評価を実施した。 

 

２．福島研究開発・評価委員会委員名簿(敬称略) 

本評価委員会は令和 2 年 11 月 19 日に設置され、以下の 6 名の委員から構成されている。

(以下の委員名簿は、令和 7 年度) 

 

高橋
たかはし

 隆行
たかゆき

 国立大学法人福島大学 共生システム理工学類 教授 (委員長) 

青野
あ お の

 辰雄
た つ お

 
福島国際研究教育機構 

研究開発部門地域環境共創ユニット ユニットサブリーダー 

浅沼
あさぬま

 徳子
の り こ

 
学校法人東海大学 工学部 

応用化学科 准教授 

阿部
あ べ

 守
もり

康
やす

 
東京電力ホールディングス株式会社 執行役員 

福島第一廃炉推進カンパニー バイスプレジデント  

※退任のため、2/27 まで 

伊藤
い と う

 京子
きょうこ

 
学校法人京都橘学園 京都橘大学 

工学部 情報工学科 教授 

三浦
み う ら

 俊二
しゅんじ

 福島県 危機管理部 原子力安全対策課 課長 
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３．評価の方法 

 原子力機構が令和 4 年度から令和 7 年度までに実施した研究開発の実施状況に対し、以下

の観点について評価を行った。 

  

  評価の観点 

(1) 研究開発の達成度(成功・不成功の原因の把握・分析) 

(2) 当初の研究開発計画の妥当性 

(3) 研究開発成果の効果・効用(アウトカム)の把握・普及の程度 

(4) 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

(5) 将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

(6) 国内外他機関との連携の妥当性 

(7) イノベーション創出への取組の妥当性 

(8) 社会実装の達成度、取組の妥当性(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供

を含む) 

(9) 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

(10) 研究開発課題／成果の社会的受容性(社会へ及ぼす影響度の想定) 

(11) 人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化

を担う人材等) 

 

 評価は、福島研究開発・評価委員会における機構からの実施状況の説明、及び上記(1)

から(11)の観点に基づく自己評価に対し、各委員から SABCD の評価とその評価理由やご意

見をいただき、それを集約して委員会としてとりまとめた。 

 

 なお、出された意見については、各委員の専門的知見による意見であり、各委員の所属

機関の見解ではない。 
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４．中間評価結果 

４．１ 研究開発課題に対する評価結果 

４．１．１ 燃料デブリ安全に関連する研究開発 

自己評価：「A」 

評価委員会 評価：A(委員評価：「A」6 名) 

前述の評価の観点から、以下の意見をいただいた。 

(1)研究開発の達成度(成功・不成功の原因の把握・分析) 

 炉内の状況、Cs の分布などの基礎データの取得並びにその理解に関する研究成果は着実

に進展していると考えられる。 

 取り出された燃料デブリサンプルの分析とその生成過程の解明や、各種分析技術などの

基盤技術をしっかりと固めつつあると認められる。 

 基礎データの取得や整理等がなされており、今後の燃料デブリの安全な取り出しや保管

方法の検討に寄与すると考えられる。 

 令和 7 年度までにデブリの試験的な取り出しや様々な計測機器を現場に適用してきたと

いう成果が上がっている。 

(2)当初の研究開発計画の妥当性 

 ニーズに沿った課題設定を行い、到達可能な範囲で目標(ゴール)が設定され、さらに最終

ゴールが明示され、全体像が理解しやすい内容であった。 

 大テーマの方向性は原子力機構研究計画として維持しているが、小項目や具体的研究内容

は毎年度見直している。 

(3)研究開発成果の効果・効用(アウトカム)の把握・普及の程度 

 事故の進展過程を理解し、廃炉を安全かつ効率的に進めるために必須の情報といえる。 

 今後の燃料デブリの安全な取り出しや保管方法の検討に寄与すると考えられる。 

(4)若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

 該当意見なし 

(5)将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

 今後、さらに情報の不確実性を低減し、これらの成果が廃炉プロセスに係る意思決定に大

きく貢献することを期待する。 

 データ駆動型の意思決定が可能になれば、廃炉の現場だけでなく、施設の安全管理や緊急

時対応等にも展開が可能になることが期待される。 

(6)国内外他機関との連携の妥当性 

 該当意見なし 

(7)イノベーション創出への取組の妥当性 

 多様なデータを統合した意思決定手法の確立は、従来の経験依存型の判断からの転換を促

すものであり、廃炉のみならず安全管理・緊急対応分野への横展開を可能とする基盤技術

として、イノベーション創出に資する取組である。 
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(8)社会実装の達成度、取組の妥当性(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む) 

 debrisEye と呼ばれる 3 次元デジタルツインや debrisWiki としてまとめるなど、得られた

データ・成果を有効に活用するための環境整備も積極的に進めており、高く評価できる。 

 膨大なデータや知見の活かし方についても対応されている。 

 現場に実際適用する一歩前の段階でよいので、試しにどこかで使ってみるということがで

きるとよい。 

(9)科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

 廃炉を安全かつ効率的に進めるために必須の情報といえる。 

(10)研究開発課題／成果の社会的受容性(社会へ及ぼす影響度の想定) 

 該当意見なし 
(11)人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化を担う

人材等) 

 該当意見なし 

  

４．１．２ 放射性廃棄物管理に関連する研究開発 

自己評価：「A」 

評価委員会 評価：A(委員評価：「A」6 名) 

前述の評価の観点から、以下の意見をいただいた。 

(1)研究開発の達成度(成功・不成功の原因の把握・分析) 

 廃炉にて発生する多様な放射性廃棄物の保管、輸送、処分に係る様々な技術課題に対し

て、1F 事故以前にも蓄積している技術や知見を含め、原子力機構ならではの総合力で対

応していると評価する。 

 水処理二次廃棄物を代表とする高濃度の放射性廃棄物から比較的低濃度のものまで、多種

多様な廃棄物が発生しており、情報収集とその評価がデータベースへ蓄積・反映されてい

る。 

 廃棄物の処理・処分に関する検討も着実に進められている。 

(2)当初の研究開発計画の妥当性 

 1F の廃炉における放射性廃棄物の適切で合理的な管理に向け、性状把握・評価、処理・

処分方策の具体化、管理法の検討などに寄与する基盤情報を個別具体に検討している。 

(3)研究開発成果の効果・効用(アウトカム)の把握・普及の程度 

 1F の廃炉における廃棄物対策の一つとして、今後の処理・処分の方法を検討するための

データベース(FRAnDLi)構築など、将来の廃炉作業を見据えた研究開発が進められてい

る。 

(4)若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

 該当意見なし 

(5)将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

 全体として、試料点数の追加やモデルの精緻化、条件のさらなる多様化など、今後対応す

べき課題も残っているので、さらなる研究の進展を期待する。 
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 処分に至るまでに相当期間かかるものと考えられ、長期管理の検討も必要となり、不確定

な要素が存在するのも事実である。廃棄物の取り扱いが廃炉工程の進捗に影響する可能性

があるため、柔軟かつ着実に進められるよう今後も臨んでいただきたい。 

(6)国内外他機関との連携の妥当性 

 共通基盤技術以外の部分で、他の課題(廃棄物の保管・管理等)と連携されているのであれ

ば、説明資料に取りまとめていただきたい。効率化が見え、課題毎に縦割りで研究開発が

進められていないこともアピールポイントの一つと思われる。 

(7)イノベーション創出への取組の妥当性 

 該当意見なし 

(8)社会実装の達成度、取組の妥当性(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む) 

 1F の廃炉における廃棄物対策の１つとして、今後の処理・処分の方法を検討するための

データベース(FRAnDLi)構築など、将来の廃炉作業を見据えた研究開発が進められてい

る。 

 水処理二次廃棄物を代表とする高濃度の放射性廃棄物から比較的低濃度のものまで、多種

多様な廃棄物が発生しており、情報収集とその評価がデータベースへ蓄積・反映されてい

る。 

(9)科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

 1F の廃炉における放射性廃棄物の適切で合理的な管理に向け、性状把握・評価、処理・

処分方策の具体化、管理法の検討などに寄与する基盤情報を個別具体に検討している。 

(10)研究開発課題／成果の社会的受容性(社会へ及ぼす影響度の想定) 

 千年後にこうやってちゃんと対策するべきだというのが見えるデータということで、非常

に有用なデータ。素晴らしいと思う。 

 最終処分の意思決定は政策・社会的領域に属するが、科学側の責務は実現可能な選択肢を

提示できる状態を整えることである。 

(11)人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化を担う

人材等) 

 該当意見なし 

 

４．１．３ 環境回復等に関連する研究開発 

自己評価：「A」 

評価委員会 評価：A(委員評価：「A」6 名※1 名 A+評価) 

前述の評価の観点から、以下の意見をいただいた。 

(1)研究開発の達成度(成功・不成功の原因の把握・分析) 

 走行、歩行、航空機、無人ヘリ等による多様な放射線モニタリングデータを集約し、住民

説明に直結する被ばく評価手法を確立している点は高く評価できる。 

 走行サーベイ、歩行サーベイ、航空機サーベイなどの様々な手法により得られた放射線デ

ータを組み合わせて解析し、空間線量率の分布を可視化する手法を確立している。 
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 生活行動を考慮した被ばく評価についても実測データに基づいた評価が行われており、信

頼性の高い結果が得られている。 

(2)当初の研究開発計画の妥当性 

 福島における環境回復の進展に資するため、モニタリングデータの分析技術や被ばく評価

手法の高度化など、避難指示解除等の判断に資する研究開発が進められている。 

(3)研究開発成果の効果・効用(アウトカム)の把握・普及の程度 

 住民説明に直結する被ばく評価手法を確立している点は高く評価できる。 

 生活行動を考慮した被ばく評価についても実測データに基づいた評価が行われており、信

頼性の高い結果が得られている。 

(4)若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

 該当意見なし 

(5)将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

 これまで困難であった森林でのサーベイシステムを構築し、被ばく評価手法をさらに拡充

しようと試みている点や、その他、自治体や住民の「知りたい」に応える技術やデータの

蓄積を精力的に進めていることも高く評価できる。 

 UAV を用いた放射線測定技術についても、原子力防災を見据えた活用が期待される。 

(6)国内外他機関との連携の妥当性 

 該当意見なし 

(7)イノベーション創出への取組の妥当性 

 UAV を用いた放射線測定技術について、原子力防災を見据えた活用が期待される。 

(8)社会実装の達成度、取組の妥当性(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む) 

 住民説明に直結する被ばく評価手法を確立している点は高く評価できる。 

 生活行動を考慮した被ばく評価についても実測データに基づいた評価が行われており、信

頼性の高い結果が得られている。 

(9)科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

 避難指示解除等の判断に資する研究開発が進められている。 

(10)研究開発課題／成果の社会的受容性(社会へ及ぼす影響度の想定) 

 自治体や住民の「知りたい」に応える技術やデータの蓄積を精力的に進めていることも高

く評価できる。 

(11)人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化を担う

人材等) 

 該当意見なし 

 

４．１．４ 放射線共通基盤技術の研究開発 

自己評価：「A」 

評価委員会 評価：A(委員評価：「A」6 名) 

前述の評価の観点から、以下の意見をいただいた。 
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(1)研究開発の達成度(成功・不成功の原因の把握・分析) 

 放射線分布の 3 次元計測から、大量の燃料デブリや廃棄物の分析、放射線と建屋等の腐食

の関係、人材育成まで、幅広く共通基盤技術の開発を行っており、それぞれ成果を挙げて

おられる点を高く評価する。 

 放射線の可視化技術や遠隔分析技術など、廃炉を支える基盤的技術の開発が進められてお

り、着実に成果が得られている。 

 可視化、分析、腐食、DX 等の基盤技術について幅広く取り組まれている。 

(2)当初の研究開発計画の妥当性 

 廃炉作業を支える共通基盤技術として、放射線分布の可視化や分析技術の高度化など、必

要な研究開発が進められている。 

 幅広い分野にまたがる研究であるが、各テーマは廃炉ニーズに沿って設定されている。 

(3)研究開発成果の効果・効用(アウトカム)の把握・普及の程度 

 特に、可視化技術に関しては、既に実用域に達している有用性の高いシステムとなってい

る。 

 放射線の可視化技術や遠隔分析技術など、廃炉を支える基盤的技術として有効である。 

(4)若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

 人材育成まで、幅広く共通基盤技術の開発を行っている。 

(5)将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

 今後は是非、現場での活用を進めていただきたい。 

 今後は実際の廃炉現場での適用や運用を通じて、さらなる高度化が期待される。 

 今後は各技術の統合的活用が重要となる。 

(6)国内外他機関との連携の妥当性 

 放射線の可視化技術や遠隔分析技術など、従来困難であった課題に対応する技術開発が進

められている。 

 企業や他機関との連携により実用化を進めている点が評価できる。 

(7)イノベーション創出への取組の妥当性 

 可視化技術に関しては、既に実用域に達している有用性の高いシステムとなっている。 

 放射線の可視化技術や遠隔分析技術など、廃炉を支える基盤的技術として有効である。 

 様々な企業が創出されているという良い取り組み。 

(8)社会実装の達成度、取組の妥当性(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む) 

 廃炉作業を支える共通基盤技術として重要である。 

 JIS 規格に適合していないと廃炉現場では使えないという課題の克服が望まれる。 

(9)科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

 現場作業員がエンドユーザーであり、廃炉に不可欠な基盤技術である。 

(10)研究開発課題／成果の社会的受容性(社会へ及ぼす影響度の想定) 

 社会的にも関心の高い分野であり、成果の発信が重要。 

 ゲームとして公開して、フィードバックを得るなどの工夫が必要。 
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(11)人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化を担う

人材等) 

 人材育成まで、幅広く共通基盤技術の開発を行っている。 

 

４．２ 総合評価 

自己評価：「A」 

評価委員会 評価：A(委員評価：「A」6 名) 

本プロジェクトは、1F の廃止措置及び環境回復という目標に対し、燃料デブリ安全、放射性

廃棄物管理、環境回復、放射線共通基盤技術の各分野において体系的かつ着実に研究開発を推

進してきた。燃料デブリ分野では、分析・解析・安全評価を通じて工程判断に資する基盤的知

見を蓄積し、廃棄物管理分野では性状把握から処理・処分概念検討に至る合理的な評価基盤を

構築している。特に環境回復分野では、被ばく評価手法やモニタリング成果が避難指示解除等

の行政判断に直接活用され、研究成果が社会的意思決定に結び付いた点は顕著である。また、

放射線共通基盤技術においては、可視化・分析・DX 基盤の整備を通じて廃炉全体を支える技術

的基盤を確立しつつあり、社会実装の観点でも重要な役割を果たしている。さらに、外部連携

や実証を通じた成果展開も進展しており、政策的意義や社会的受容の観点からも高い適合性が

認められる。一方で、長期的かつ安定的に機能する体制の確立や成果の体系化、人材育成の持

続的な強化については今後の課題として残されているが、全体として研究開発は適切に実施さ

れ、将来展開も期待されることから総合的に「A」とした。 
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付録 (日本原子力研究開発機構 作成資料) 

 

添付資料 1 研究開発課題の事後評価について(諮問) 

添付資料 2 福島研究開発・評価委員会における提言と原子力機構の措置(中間評価) 

添付資料 3 令和７年度福島研究開発・評価委員会における現地視察 

添付資料 4 福島研究開発・評価委員会説明資料(CD-ROM 参照) 

資料 1 JAEA における福島研究開発の現状 
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添付資料 1 

 

 

 

研究開発課題の事後評価について(諮問) 
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令 ０ ７ 原 機 （ 福 国 ） ０ ５ ６  

令和 ８ 年 １ 月 ２８ 日 

 

福島研究開発･評価委員会 

委員長 高橋 隆行 殿 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

福島廃炉安全工学研究所 

所長 佐々木 紀樹 (公印省略) 

 

 

 

研究開発課題の事後評価について  (諮問 )  

 

「研究開発・評価委員会の設置について」(17(達)第 42 号)第 3 条第 1 項に基づき、次

の事項について諮問します。 

 

 

記  

 

 

〔諮問事項〕  

 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」に関する中

間評価  

 

 

 

 

以 上 
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添付資料 2 

 

 

 

福島研究開発・評価委員会における提言と原子力機構の措置(中間評価) 
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福島研究開発・評価委員会における提言と原子力機構の措置(中間評価) 

 

提提言言  原原子子力力機機構構のの措措置置  

4.1.1 燃料デブリ安全に関連する研究開発 

今後、さらに情報の不確実性を低減し、こ

れらの成果が廃炉プロセスに係る意思決定

に大きく貢献することを期待する。 

分析・解析・データベースを統合し、不確

実性を定量化した上で、廃炉工程における

判断に直接活用可能な評価指標の整備を進

めます。 

データ駆動型の意思決定が可能になれば、

廃炉の現場だけでなく、施設の安全管理や

緊急時対応等にも展開が可能になることが

期待される。 

今後、データ駆動型の評価基盤を構築し、

廃炉工程に加え、安全管理・緊急時対応へ

の展開可能性を検証いたします。 

現場に実際適用する一歩前の段階でいいの

で、試しにどこかで使ってみるということ

ができるとよい。 

実機適用前段階として、限定条件下での試

行的適用(PoC)を実施し、現場適用性の検

証をより強く進めさせていただきます。 

4.1.2 放射性廃棄物管理に関連する研究開発 

全体として、試料点数の追加やモデルの精

緻化、条件のさらなる多様化など、今後対

応すべき課題も残っているので、さらなる

研究の進展を期待する。 

試料データの拡充と解析モデルの高度化を

進め、条件多様性を考慮した高信頼評価手

法へと発展させます。 

処分に至るまでに相当期間かかるものと考

えられ、長期管理の検討も必要となり、不

確定な要素が存在するのも事実である。廃

棄物の取り扱いが廃炉工程の進捗に影響す

る可能性があるため、柔軟かつ着実に進め

られるよう今後も臨んでいただきたい。 

長期管理を見据えた挙動評価と不確実性の

定量化により、柔軟かつ合理的な管理方策

の検討を進めさせていただきます。 

共通基盤技術以外の部分で、他の課題(廃

棄物の保管・管理等)と連携されているの

であれば、説明資料に取りまとめていただ

きたい。効率化が見え、課題毎に縦割りで

研究開発が進められていないこともアピー

ルポイントの一つと思われる。 

廃棄物管理を他課題と連携した全体フロー

として整理し、研究開発の統合性と効率性

を可視化するように心がけます。 

最終処分の意思決定は政策・社会的領域に

属するが、科学側の責務は実現可能な選択

肢を提示できる状態を整えることである。 

 

科学的知見に基づき、実現可能な処分オプ

ションを複数提示し、意思決定に資する比

較評価基盤の整備を進めます。 

4.1.3 環境回復等に関連する研究開発 
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UAV を用いた放射線測定技術についても、

原子力防災を見据えた活用が期待される。 

UAV 測定技術について、原子力防災への適

用を想定した実証と運用検討をより強く進

めてまいります。 

4.1.4 放射線共通基盤技術の研究開発 

今後は是非、現場での活用を進めていただ

きたい。 

研究開発段階から現場適用を見据えた設計

を行うことで、今後は東京電力等と連携

し、実環境条件下での試行的適用(PoC)を

通じて、現場での有効性及び運用性の検証

を進めます。 

今後は実際の廃炉現場での適用や運用を通

じて、さらなる高度化が期待される。 

実機環境における運用を通じて、計測精

度、耐環境性、作業性等の観点から課題抽

出と改良を繰り返し、現場フィードバック

に基づく技術高度化を推進いたします。 

今後は各技術の統合的活用が重要となる。 個別技術の高度化に加え、放射線計測、可

視化、ロボティクス、データ解析を統合し

た運用体系の構築を進め、複合的な課題に

対応可能な統合ソリューションとしての展

開を図ります。 

JIS 規格に適合していないと廃炉現場では

使えないという課題の克服が望まれる。 

廃炉現場での実装を見据え、関連規格(JIS

等)への適合性を考慮した設計・評価を進

めるとともに、必要に応じて規格整備や評

価手法の標準化に向けた検討を行っていき

ます。 

社会的にも関心の高い分野であり、成果の

発信が重要。 

社会的関心の高さを踏まえ、学術発表に加

え、可視化技術やデジタルコンテンツ等を

活用した分かりやすい情報発信を強化し、

研究成果の社会的理解と活用促進を図って

まいります。 

ゲームとして公開して、フィードバックを

得るなどの工夫が必要。 

可視化技術を活用したシミュレーションや

コンテンツ公開により、外部からのフィー

ドバックを取り入れた技術高度の可能性に

ついて追及してまいります。 

4.2 総合評価 

長期的かつ安定的に機能する体制の確立や

成果の体系化、人材育成の持続的な強化に

ついては今後の課題として残されている。 

研究成果の体系化と知識基盤の整備を進め

るとともに、分野横断的な人材育成を強化

し、長期的かつ安定的に機能する研究開発

体制の確立を目指していきます。 

- 26 -

JAEA-Evaluation 2026-004



 

添付資料 3 
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令和７年度福島研究開発・評価委員会における現地視察 

 

日時：令和 8 年 3 月 3 日 (火) 9:00-12:00 

場所：楢葉遠隔技術開発センター 

参加委員：高橋委員長、青野委員、浅沼委員、伊藤委員 

随行：須山センター長代理、眞田次長、佐藤 GL 

 

(1) お出迎え、ご案内    研究管理棟玄関 9:00～9:05 (5 分)     

(2) ご挨拶・施設の概要紹介      会議室 2  9:05～9:25 (20 分) 

(3) VR 体験             VR 室  9:25～9:45 (20 分) 

(4) 試験棟へご移動   試験棟  9:45～9:50 (5 分) 

(5) 試験棟内部のご視察       試験棟  9:50〜10:10 (20 分) 

(6) ロボット・デジタル技術のご紹介 試験棟  10:10～10:40(30 分) 

(7) ご移動・休憩          研究管理棟 10:40〜10:55 (15 分)  

(8) 総合討論・質疑応答              会議室 2  10:55～11:55(60 分) 

(9) 昼食     会議室 2  11:55～12:30 (35 分) 

(10)お見送り            研究管理棟玄関 
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